
１．適正な定員管理への取組

（１）適正な定員管理

　　▽平成30年４月１日 １，０３６人

　　▽平成31年４月１日　　　　　　　　１，０４３人

　【主な増員要素】

　①公共施設再編など資産活用への対応

　②国勢調査への対応

　③オリンピック・パラリンピック関連業務への対応

　④新清掃工場建設への対応

　⑤学校給食共同調理場新設整備への対応　ほか

　【主な減員要素】

　①地方公会計制度事務の安定運用　ほか

（単位：千円）
H30決算節減額
(H29-30)

H30予算節減額
(H29-30)

２．歳出削減への取組 250,094 231,130

（１）事務事業の見直し 11,804 14,728

　①自動交付機システムの見直し 5,929 6,071

　②健康体操応援リーダー派遣事業と地域健康づくりグループ支援事業の統合 870 1,454

　③介護予防・生活支援サービス事業の再構築 - 1,502

　④入浴券支給事業の見直し　※平成29年度からの継続 248 301

　⑤喫煙マナー指導啓発等委託料の見直し 4,757 5,400

（２）事務の効率化・事務処理経費の削減 91,022 60,000

　①電力供給契約関連 91,022 60,000

（３）民間活力の活用 103,395 110,081

　①栄保育園の民営化 103,395 110,081

平成30年度決算に関する行財政改革の取組
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（４）補助金・負担金の見直し 8,864 11,312

　①日本司法支援センター東京地方事務所補助金の見直し 20 20

　②住民主体サービス補助金の見直し - 2,220

　③環境フェア実行委員会補助金の見直し - 100

　④新体系通所サービス事業所運営補助金の廃止 8,844 8,972

　　※平成28年度からの継続

（５）繰上償還及び借り換えによる利子軽減 35,009 35,009

　①中央図書館等割賦金の繰上償還及び借り換え 31,249 31,249

　②東京都区市町村振興基金の借り換え 256 256

　③北口第一駐車場割賦金繰上償還 3,504 3,504

３．歳入増加への取組 45,563 16,715

　①市有地売払（11件） 28,325 -

　②広告料収入の確保 7,238 6,715

　③施設命名権（市民会館ネーミングライツ）収入 10,000 10,000

４．受益者負担の見直し 95,029 107,331

　①国民健康保険料の改定 95,029 107,331

（単位：千円）

H30決算節減額 H30予算節減額

２．歳出削減への取組 250,094 231,130

（１）事務事業の見直し 11,804 14,728

（２）事務の効率化・事務処理経費の削減 91,022 60,000

（３）民間活力の活用 103,395 110,081

（４）補助金・負担金の見直し 8,864 11,312

（５）繰上償還及び借り換えによる利子軽減 35,009 35,009

３．歳入増加への取組 45,563 16,715

４．受益者負担の見直し 95,029 107,331

計 390,686 355,176
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